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⾷品衛⽣法の改正と
今後の札幌市の対応

平成３０年７⽉３１⽇
保健所⾷の安全推進課

【資料４】
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• 平成30年6⽉13⽇に改正⾷品衛⽣法が公布
され、ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣管理の制度
化などを規定

• 現段階では、詳細な内容やスケジュールは
未確定な部分が多い

• 今後、政省令で内容や施⾏期⽇が決定

⾷品衛⽣法の改正
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改正の主な背景

厚労省HPより

• 前回の法改正から約15年が経過し、⾷
を取り巻く環境が変化（グローバル化、広域化、⾼
齢化など）

• ⾷中毒患者数の下げ⽌まり
• ２０２０年東京オリンピック・パラリン

ピックの開催
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主な改正事項
１ ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣管理の制度化
２ 営業許可制度の⾒直し・届出制度の創設
３ ⾷品リコール情報の報告制度の創設
４ 指定成分等含有⾷品による健康被害

情報の収集
５ ⾷品⽤器具・容器包装の衛⽣規制の整備
６ 広域的な⾷中毒事案への対策強化
７ 輸出⼊関係の整備

＜施⾏⽇＞
２年以内＊に政令で定める⽇

（＊２，３は３年以内、６は１年以内）
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改正内容から窺える⽅向性

① 安全対策の国際標準化

② 基準・事務処理の全国⼀律化

③ 事業者・事案の把握・対策強化
5

厚労省HPより

１ ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣管理の制度化
＝ 全ての⾷品等事業者が、ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣管理

を⾏う必要がある
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HACCPとは
Hazard Analysis and Critical Control Point

危害要因分析 重要管理点
厚労省HPより
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ＨＡＣＣＰの制度化と法体系

⾷品衛⽣法第五⼗条第⼆項
により、都道府県が条例で、
管理運営基準を定めること
ができるとしている。

⾷品衛⽣法第五⼗条の⼆
により、厚⽣労働⼤⾂が、
厚⽣労働省令で、管理運営
基準を定めることとなった。

①⼀般的な衛⽣管理に関す
ること
②ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣
管理に関すること
※①と②の両⽅を実施する
必要がある。

①従来型の管理運営基準
②ＨＡＣＣＰ導⼊型の管
理運営基準
※①か②のいずれかの⽅
式で実施すればよい

≪現⾏≫ ≪改正後≫
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⼀般衛⽣管理
・施設や設備の衛⽣管理
・器具の衛⽣管理
・使⽤⽔の管理
・ネズミや⾍対策
・廃棄物や排⽔の取扱い
・⾷品等の取扱い
・従事者の健康管理 等

ＨＡＣＣＰに
沿った衛⽣管理

基本的にこれま
でと同じ。

※ 従来と全く異なるわけではない
ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣管理のイメージ
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※制度化は、認証取得を義務付けるものではない

⽤語 説明
ＨＡＣＣＰに沿った衛⽣
管理の制度化

ＨＡＣＣＰによる衛⽣管理を
義務付け

ＨＡＣＣＰに基づく衛⽣
管理

コーデックス７原則に基づく
衛⽣管理

ＨＡＣＣＰの考え⽅を取
り⼊れた衛⽣管理

簡略化されたアプローチによ
る衛⽣管理

ＩＳＯ２２０００
ＦＳＳＣ２２０００ 国際的な⺠間認証制度

総合衛⽣管理製造過程承
認制度 国による認証制度

さっぽろＨＡＣＣＰ 札幌市版認証制度

ＨＡＣＣＰに関する⽤語整理
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２ 営業許可制度の⾒直し・届出制度の創設

厚労省HPより

・営業許可業種以外の事業者把握のために、届出制度創設
・営業許可区分の⾒直し
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３ ⾷品リコール情報の報告制度の創設

≪現状≫
 ⾏政へのリコール（⾃主回収）報告は、

法的な決まりがなく、各⾃治体（条例）
により異なる。

 札幌市は「札幌市安全・安⼼な⾷のまち
推進条例」により届出を義務付け

 多くのリコール情報があるが、⼀元的な
管理がされていない

厚労省HPより
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厚労省HPより

≪改正後≫
・事業者がリコールした場合、⾏政に届出を義務付け、

国⺠に⼀元的に情報提供
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４ 指定成分等含有⾷品による健康被害情報
の収集

厚労省HPより

≪現状≫
・⾷品による健康被害情報の収集が制度化されていないため、
必要な情報収集が困難
（プエラリア・ミリフィカを含む⾷品により、平成29年７⽉
までの過去５年間で、223事例の健康被害が報告）

≪改正後≫
・特別の注意を必要と
する成分等を含む⾷品
による健康被害情報の
事業者からの届出の制
度化 14

５ ⾷品⽤器具・容器包装の衛⽣規制の整備

≪現状≫
・ネガティブリスト⽅式
（＝原則使⽤を認めた上で、使⽤を制限する物質を定める）

≪改正後≫
・容器包装（合成樹脂）に使⽤できる物質をポジティブ

リスト⽅式へ
（＝原則使⽤を禁⽌した上で、使⽤を認める物質を定め、

安全が担保されたもののみ使⽤できる）
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６ 広域的な⾷中毒事案への対策強化

・広域的な⾷中毒事案の発⽣や拡⼤の防⽌等のため、
関係者の連携・協⼒義務を明記

・国と関係⾃治体の連携や協⼒の場を設置し、緊急を
要する場合には、厚⽣労働⼤⾂は、協議会を活⽤し、
広域的な⾷中毒事案への対応に努める
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７ 輸出⼊関係の整備

厚労省HPより

① 輸⼊⾷品の安全確保
輸⼊⾷品の安全性を確保するため、HACCPに基づく衛⽣
管理や衛⽣証明書の添付を輸⼊要件化

② ⾷品輸出事務の法定化（衛⽣証明書の発⾏）17

１ 関係条例等の改正

２ 関係者への改正内容の周知・指導

３ さっぽろＨＡＣＣＰの今後のあり⽅に
ついて検討

今後の札幌市の対応
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１ 改正条例及び改正項⽬

① 札幌市⾷品衛⽣法施⾏条例
・管理運営基準
・申請⼿数料

② 札幌市安全・安⼼な⾷のまち推進条例
・⾃主回収の報告規程

③ 札幌市証明等⼿数料条例
・申請⼿数料 19

２ 関係者への改正内容の周知・指導

① 事業者への周知・指導
・法・条例の改正（ＨＡＣＣＰ制度化、届出制度等）

について、ＨＰ，通知⽂、申請時等に周知
※現状で把握していない事業者に対する周知⽅法の検討
・ＨＡＣＣＰの導⼊について、講習会や⽴⼊検査時

等に指導

② 消費者（市⺠）への周知
・⾷品リコール制度の内容、情報源（ＨＰ）を周知
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３ さっぽろＨＡＣＣＰの
今後のあり⽅について検討

・さっぽろＨＡＣＣＰは札幌市独⾃のＨＡ
ＣＣＰ制度

・ＨＡＣＣＰ制度化を受け、今後の⽅向性
を検討する必要がある

※国のＨＡＣＣＰ認証制度ともい
える総合衛⽣管理製造過程承認
制度は廃⽌が決定

※独⾃ＨＡＣＣＰ制度を持つ他⾃
治体も⽅向性を検討中
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今後の主なスケジュール（予定）
国 札幌市

２０１８ ⾷品衛⽣法の改正（公
布）

２０１９ 関係条例の改正

２０２０ ＨＡＣＣＰの制度化等
施⾏

条例改正の周知
ＨＡＣＣＰ導⼊指導

２０２１

許可制度の⾒直し・届
出制度の施⾏
ＨＡＣＣＰ制度化の経
過措置終了

届出受付開始

ＨＡＣＣＰ導⼊状況の
確認 22

⾷品衛⽣法の改正の詳細につい
ては、厚⽣労働省のホームペー
ジを御覧ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000197196.html

厚⽣労働省 ⾷品衛⽣法の改正
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